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農 村 の 振 興
ー令和４年度食料・農業・農村白書からー

政府は、令和５年５月２６日に「令和４年度食料・農業・農村白書」を閣議決定し、公表し

た。そのうちから 「第３章 農村の振興」の部分を紹介する。、

なお、白書の構成は次のようになっている。

食料安全保障の強化に向けて特集

１ 世界的な食料情勢の変化による食料安全保障上のリスクの高まり

２ 足下での原油・物価高騰の影響と対応

３ 将来を見据えた食料安全保障の強化

トピックス

１ 農林水産物・食品の輸出額が過去最高を更新

２ 動き出した「みどりの食料システム戦略」

３ スマート農業・農業 による成長産業化を推進DX

４ 高病原性鳥インフルエンザ及び豚熱への対応

５ デジタル田園都市国家構想に基づく取組を推進

６ 生活困窮者や買い物困難者等への食品アクセスの確保に向けた対応

第１章 食料の安定供給の確保

第２章 農業の持続的な発展

第３章 農村の振興

第４章 災害からの復旧・復興や防災・減災、国土強靱化等

第３章 農村の振興

第１節 農村人口の動向と地方への移住・交流の促進

我が国の農村では、高齢化と人口減少が並行して進行する一方、近年、若い世代を中

心に地方移住への関心が高まっており、農村の持つ価値や魅力が再評価されています。

また、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化により、ワーケーションの取組が広が

りを見せています。

本節では、農村人口の動向や地方移住の促進に向けた取組等について紹介します。

( ) 農村人口の動向1

(約 割が農村地域の持つ「食料を生産する場としての役割」を重視)9

農村は、国民に不可欠な食料を安定供給する基盤であるとともに、農業・林業等様々

な産業が営まれ、多様な地域住民が生活する場でもあり、さらには、国土の保全や水源

の涵養等多面的機能が発揮される場としても重要な役割を果たしていることから、その

振興を図ることが重要です。

〜令和3(2021)年6 8月に内閣府が行った世論調査によると、農村地域の持つ役割の中で
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特に重要と考える役割として、「食料を生産する場としての役割」を挙げた の割合が⼈

86.5 と最も高くなりました。農村地域が食料を安定供給する基盤として認識されてい%

ることがうかがわれます。

(農村において高齢化と人口減少が並行して進行)

農村において高齢化と人口減少が並行して進行しています。総務省の国勢調査によれ

、 、 、ば 令和2(2020)年の人口は 平成27(2015)年に比べて都市で1.6％増加したのに対して

〜農村では5.9％減少しています。農村では生産年齢人口(15 64歳)、年少人口(14歳以下)

%が大きく減少しているほか、総人口に占める老年人口(65歳以上)の割合は、都市の25

に対して、農村が35 となっており、農村における高齢化が進んでいることがうかがわ%

れます。

( ) 田園回帰の動き2

(若い世代を中心として地方移住への関心が高まり)

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、若い世代を中心に地方移住への関

心の高まりが見られます。

令和4(2022)年6月に内閣府が行った調査によると、東京圏在住者で地方移住に関心が

あると回答した の割合は34.2 で、その割合は増加傾向となっています。特に、関心⼈ %

がある人の割合は20歳代において45.2%と高く、若い世代を中心に地方移住への関心高ま

っていることがうかがわれます。また、同調査において、地方移住への関心がある理由

としては 「人口密度が低く自然豊かな環境に魅力を感じたため 「テレワークによっ、 」、

て地方でも同様に働けると感じたため」と回答した人の割合が高くなっています。

UIJ NPOまた、地方暮らしや ターンを希望する人のための移住相談を行っている認定

法人ふるさと回帰支援センターへの相談件数は、近年増加傾向で推移しています。令和4

(2022)年の相談件数は前年に比べ6％増加し、過去最高の5万2,312件となりました。

地方への移住・交流の促進に向けて、内閣府は、令和元(2019)年度から地方創生推進

交付金により、東京圏外へ移住して起業・就業する者に対する地方公共団体の取組を支

援しています。また、総務省は、就労・就農支援等の情報を提供する「移住・交流情報

ガーデン」の利用を促進しています。さらに、農林水産省は新規就農者への支援や同省

サイト「あふてらす」における移住・就農に関する情報の提供のほか、農的関係人Web

口の創出・拡大の取組を推進するなど、関係府省による地方移住促進施策により、将来

的な農村の活動を支える主体となり得る人材の確保を図っています。

(事例) 人材育成を通じ移住者等新たな人の流れを創出(和歌山県)

和歌山県田辺市では、地域課題の解決や地域資源の活用をビジネスの視点で考える

人材の育成を核として、移住者も含めた新たな人の流れを創出する取組を推進して

います。

同市では、人口減少が全国平均より早いスピードで進行する中、移住・定住の促

進を図るため、移住関心者への情報発信や、移住希望者への相談対応のほか、移住
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者に対する住まいや起業等の支援を行っています。

また、平成28(2016)年には、地域の課題を解決しながら、新たな価値を創出でき

る人材を育成するため、地域企業や金融機関、大学、行政が一体となって運営を行

う「たなべ未来創造塾」を創設しました。

塾生は、生産・流通・消費等のサプライチェーン全体を網羅した多様な人材を意

識して構成されているため、卒業後も塾生同士が有機的なつながりを形成しながら

新たな価値を創出しており、地元若手農業者グループによる地域活性化や複数の店

舗等を開業する移住者等多くの塾生がローカルイノベーターとして様々な分野で活

躍しています。

さらに、同市は西都圏で塾卒業生等による講座を開催するなど関係人口の拡大に

も取り組んでおり、受講者の中には同市に移住し新たに塾生になるケースも見られ

ています。同市は、今後とも、新たな人の流れを創出する取組を積極的に推進して

いくこととしています。

(約4割が農山漁村地域でのワーケーションに関心)

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、ワーケーションの取組が広がりを

見せており、農山漁村への移住の増加や農泊宿泊者数の増加等につながることが期待さ

〜れています。令和3(2021)年6 8月に内閣府が行った世論調査では、農山漁村でワーケー

ションを行いたいと回答した人の割合は41.5 になりました。若い世代ほどその割合が%

〜高くなる傾向があり、18 29歳の階層では54.1 となっています。%

第２節 デジタル田園都市国家構想に基づく取組等の推進

「デジタル田園都市国家構想」は、デジタル技術の活用によって、地域の個性を活か

しながら、地方の社会課題の解決や魅力の向上を図り、地方活性化を加速するものであ

り、高齢化や過疎化に直面する農山漁村こそ、地域資源を活用した様々な取組において

デジタル技術を活用し、地域活性化を図ることが期待されています。

本節では、デジタル田園都市国家構想に基づく取組のほか、持続的低密度社会の実現

に向けた新たな施策の展開等について紹介します。

(農村からデジタル実装を進める取組が進展)

農村は、都市に比べて高齢化や人口減少が著しく、生活サービスの統廃合・撤退や交

通手段の確保ができないこと等のほか、デジタル人材の不足等、様々な課題を抱えてい

ます。

一方、距離の壁を越えて、多様で創造的な付加価値の提供を可能とする、デジタル技

術本来のポテンシャルを発揮していく好機は、地方に存在しています。各地域でデジタ

ル実装を加速し、地方から全国に、ボトムアップの成長を目指す「デジタル田園都市国

家構想」においては、高齢化や過疎化に直面する農山漁村こそ、地域資源を活用した様

々な取組においてデジタル技術を活用し、地域活性化を図ることが期待されています。

こうした中、農山漁村においては、 を活用して買い物困難者の注文予約を効率化ICT
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する取組や、リモートワーク環境の整備により農泊需要を開拓する取組、農林水産業の

生産性向上を図る取組等、デジタル技術を活用して地域課題の解決を図る取組が広がり

を見せています。

さらに、近年、地方からデジタル実装を進め、新たな変革の波を起こし、地方と都市

の差を縮めようとする動きも見られます。都市と農村がデジタルでつながり、新たな都

市農村交流とも言うべき新しい共存関係を築いていくことも重要となっています。

(コラム) 地方発の仮想空間を活用する動きが拡大

地域活性化等のため、インターネット上の仮想空間を活用する地方公共団体等が

増加しています。

デジタル技術の進展や新型コロナウイルス感染症の感染拡大等を背景に、実際に

現地まで足を運ばなくても、仮想空間上で交流し、地方の魅力を伝える取組が見ら

れています。

また、ビジネス面でも、仮想空間を活用する動きが広がっています。遠く離れた

実需者や消費者に対し、音声や映像等を組み合わせて対面に近いバーチャル環境で

商品の や商談を進める事例や、仮想空間上で果実の収穫風景をリアルタイムでPR

配信して消費者との交流に活用する事例等が見られています。

都市と農村間の距離を埋める仮想空間上の取組は、農業・農村分野においても、

都市農村交流や消費者と生産者との交流の促進に資するほか、農産物の販路拡大や

農村での事業環境の改善等にも寄与することが期待されています

(事例) デジタル技術を活用し、効率的な青果流通の仕組みを構築(静岡県)

静岡県牧之原市のやさいバス株式会社は、デジタルツールを活用した新しい青果

流通の仕組みである「やさいバス」を運行し、消費者へ新鮮な青果を届ける取組を

展開しています。

「やさいバス」は、デジタル技術を活用し、地域内で生産された新鮮な野菜を効率

的に流通させる仕組みです。直売所や道の駅等に設けられた専用のバス停に、冷蔵

トラックである「やさいバス」を巡回させ、時刻表に基づき集荷・配送を行ってい

ます。

サイトで消費者から直接注文を受けた生産者は、注文内容に応じて、農協施Web

設や道の駅等の最寄りのバス停に野菜を出荷します。消費者は、指定のバス停で収

穫後間もない野菜や旬の果実等を受け取ることができる仕組みとなっています。

同社は、消費者へ新鮮な青果を届けるとともに、生産者の高い利益率の実現を目

、 、 。指しており 末端部の輸送を行わないことで 配送コストの低減につなげています

、 、今後とも 生産者・消費者の双方向の情報連携と信頼関係の構築を重視しながら

農家・地域・顧客の全てに役立つ情報発信基地として、積極的な活動を展開してい

くこととしています。



- 5 -

(事例) IoTと地熱を活用したバジルの水耕栽培を展開(岩手県)

岩手県八幡平市の株式会社八幡平スマートファームは、地熱温水をIoT技術で制御

し、暖房として利用するバジルの水耕栽培に取り組んでいます。

同社は、同市とIoT農業の振興を目的とした包括連携協定を締結した株式会社

により、農地法に定める農地所有適格法人として設立され、高齢化によMOVIMAS

る離農や施設の老朽化等によって使用されなくなったビニールハウスを再生し、IoT

次世代型施設園芸への転換を進めています。

、 、再生したハウスでは 同市内の地熱発電所から供給される熱水が暖房に利用され

冬場の気温がマイナス15℃以下になる同市の気候条件下においても通年出荷が可能

となっています。また、温湿度管理や養液の供給量等を、IoT制御システムを使って

調整することにより、バジル栽培の省力化やコスト低減が図られています。

今後は、12棟のハウスを50棟まで拡大し、IoT技術と地域資源を活用した循環型社

会モデルの創造に向けて地元の雇用創出につなげる計画を進めるとともに、バジル

を使用した6次産業化商品を地元企業と共同開発するほか、鶏ふんの燃料利用による

温水暖房システムの推進等、地域特性を活かした新たな農業のビジネスモデルを確

立し、地域活性化を図ることとしています。

農林水産省では、魅力ある豊かな「デジタル田園」の創出に向けて、中山間地域等に

おけるデジタル技術の導入・定着を推進する取組を支援するとともに、スマート農業や

インフラ管理等に必要な情報通信環境の整備等を支援することとしています。

また、内閣府は、デジタル技術を活用した地域の課題解決や魅力向上に向けて 「デ、

ジタ ル田園都市国家構想交付金」による支援を行っています。

(持続的低密度社会の実現に向け「新しい農村政策」を構築)

人口減少社会に対応した農村振興に関する施策や土地利用の方策等を検討するため、

農林水産省は、令和2(2020)年5月から「新しい農村政策の在り方に関する検討会」及び

「長期的な土地利用の在り方に関する検討会」を開催し、令和4(2022)年4月に「地方へ

の人の流れを加速化させ持続的低密度社会を実現するための新しい農村政策の構築」(以

下「新しい農村政策」という。)として、具体的な施策の方向性を取りまとめました。

新しい農村政策では 「しごとづくりの施策(農村における所得と雇用機会の確保) 、、 」

「くらしの施策(中山間地域等をはじめとする農村に人が住み続けるための条件整備) 、」

「土地利用の施策(人口減少社会における長期的な土地利用の在り方) 「活力づくりの」、

」 、 、施策(農村を支える新たな動きや活力の創出) を柱として デジタル技術を活用しつつ

、 「 」各施策が連携して好循環を生み出し 心豊かに暮らすことのできる 持続的低密度社会

の実現を目指しています。

(地域ぐるみの話合いを通じた持続可能な土地利用を推進)

「長期的な土地利用の在り方に関する検討会」での検討を踏まえ、農林水産省では、
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地域の話合いを通じた持続可能な土地利用計画の策定や農地の粗放的利用、計画的な植

林等の取組を支援することとしています。

具体的には、令和3(2021)年度に最適土地利用対策を新設し、市町村や地域協議会等が

地域ぐるみの話合いを通じ、生産基盤や周辺環境を整備するなど、地域の特性を活かし

た農業の展開や地域資源の付加価値を向上させるための取組、農地等を低コストで維持

するため、粗放的な利用(放牧や蜜源作物等)によるモデル的な取組を支援しています。

また、令和4(2022)年10月に施行された改正農山漁村活性化法により、地域の話合いを

通じ、農林漁業団体等が放牧等の粗放的利用や鳥獣緩衝帯の整備、林地化等を行う場合

に、地方公共団体に活性化計画の作成を提案できる仕組みや、事業実施に必要な手続の

迅速化を図る仕組みのほか、市町村による土地の詳細な用途(有機農業、放牧等)の指定

を推進する仕組み等を構築しました。

(「国土形成計画(全国計画)」の骨子案を公表)

国土交通省は、新たな「国土形成計画(全国計画)」の策定に向け、令和5(2023)年3月

に同計画の骨子案を公表しました。骨子案では、未曽有の人口減少、少子高齢化の加速

化等、時代の重大な岐路に立つ中 「新時代に地域力をつなぐ国土」の形成を目指して、、

国土の刷新に向けて 「デジタルとリアルが融合した地域生活圏の形成 「持続可能な、 」、

」 、 、 、産業への構造転換 等 四つの重点テーマを掲げ 更にこれらを効果的に実行するため

「国土基盤の高質化」と「地域を支える人材の確保・育成」を分野横断的なテーマとし

て掲げています。

農林水産分野においては、地域生活圏の形成に資する取組として、地域資源とデジタ

ル技術を活用した中山間地域の活性化や、持続可能な産業への構造転換に向けて、食料

安全保障の強化に向けた農林水産業の活性化等を推進することとしています。

今後は国土審議会計画部会において更に検討を進め、同年の夏頃に新たな国土形成計

画(全国計画)を策定する予定です。

第３節 中山間地域の農業の振興と都市農業の推進

中山間地域は、食料生産の場として重要な役割を担う一方、傾斜地等の条件不利性とと

もに鳥獣被害の発生、高齢化・人口減少、担い手不足等、厳しい状況に置かれており、

将来に向けて農業生産活動を維持するための活動を推進していく必要があります。

一方、都市農業は、新鮮な農産物の供給や農業体験等において重要な役割を担ってお

り、都市農地の有効活用により計画的にその保全を図ることが必要です。

本節では、中山間地域の農業や都市農業の振興を図る取組等について紹介します。

( ) 中山間地域の農業の振興1

(中山間地域の農業産出額は全国の約4割)

我が国の人口の約 割、総土地面積の約6割を占める中山間地域は、農業経営体数、農1

、 、 、地面積 農業産出額ではいずれも約4割を占めており 我が国の食料生産を担うとともに

豊かな自然や景観の形成・保全といった多面的機能の発揮の面でも重要な役割を担って
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います。

一方、傾斜地が多く存在し、圃場の大区画化や大型農業機械の導入、農地の集積・集

約化等が容易ではないため、規模拡大等による生産性の向上が平地に比べて難しく、高

齢化や人口減少による担い手不足とあいまって、営農条件面で不利な状況にあります。

経営耕地面積規模別に農業経営体数の割合を見ると、1.0ha未満については、平地農業

地域で約4割であるのに対し、中間農業地域、山間農業地域では共に約6割となっていま

す。

また、1農業経営体当たりの農業所得を見ると、平地農業地域で151万円であるのに対

し、中間農業地域、山間農業地域ではそれぞれ109万円、52万円となっています。

(中山間地域等直接支払制度の協定数は前年度に比べ増加)

中山間地域等直接支払制度は、農業の生産条件が不利な地域における農業生産活動を

継続するため、国及び地方公共団体による支援を行う制度として平成12(2000)年度から

実施してきており、平成27(2015)年度からは「農業の有する多面的機能の発揮の促進に

関する法律」に基づいた安定的な措置として実施されています。

令和2(2020)年度から始まった中山間地域等直接支払制度の第5期対策では、高齢化や

人口減少による担い手不足、集落機能の弱体化等に対応するため、制度の見直しを行い

ました。人材確保や営農以外の組織との連携体制を構築する活動のほか、農地の集積・

集約化や農作業の省力化技術導入等の活動、棚田地域振興法の認定棚田地域振興活動計

画に基づく活動を行う場合に、これらの活動を支援する加算措置を設けています。

令和3(2021)年度の同制度の協定数は、前年度から約200協定増加し2万4千協定、協定

面積は前年度に比べ1万1千ha増加し65万3千haとなりました。

中山間地域等における集落機能の維持を図るため、農林水産省は、協定参加者による

話合い等を通じて、集落の将来像を明確化する集落戦略の作成を推進しています。

同年度の協定数のうち、体制整備単価を活用するものは、前年度に比べ約200協定増

加し1万8千協定となりました。

また、同年度の協定数のうち、棚田地域振興活動加算を活用するものは、前年度に比

べ68協定増加し314協定となり、その取組面積は前年度に比べ1,369ha増加し5,978haとな

りました。

(事例) 良好な棚田の環境維持や景観形成を図る取組を推進(山口県)

山口県長門市の東後畑地区では、中山間地域等直接支払交付金等を活用し、良好

な棚田の環境維持や景観形成を図る取組を推進しています。

同市では棚田保護条例が制定され、地域で6次産業化やグリーンツーリズムへの機

運が高まったことを契機として、平成18(2006)年に同地区で 法人ゆや棚田景観NPO

保存会が設立されました。同保存会では 「日本の棚田百選」や「つなぐ棚田遺産」、

にも選定された優美な景観を保全するため、同交付金を活用し、荒廃農地増加が懸

念される棚田での生産活動を継続しています。同地区は令和2(2020)年6月に指定棚

田地域に指定され、中山間地域等直接支払制度の棚田地域振興活動加算も活用し、
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棚田地域の振興を図っています。

また、多数のため池や用排水路、農道等の維持管理に加え、環境教育や食育、都

市住民との交流や特産品の開発等を実施しているほか、高齢者が集まれる場所とし

て交流カフェを開設し、地域福祉や地域づくりにも寄与しています。さらに、平成

28(2016)年から3年間で同市の事業支援を受け、1.3haの荒廃農地を再生しました。

同地区では今後とも、地域住民のみならず、幅広い関係者が連携して棚田地域の

振興を図っていくこととしています。

(中山間地域等の特性を活かした複合経営等を推進)

高齢化・人口減少が進行する中山間地域を振興していくためには、地形的制約等があ

る一方、清らかな水、冷涼な気候等を活かした農作物の生産が可能である点を活かし、

需要に応じた市場性のある作物や現場ニーズに対応した技術の導入を進めるとともに、

耕種農業のみならず畜産、林業を含めた多様な複合経営を推進することで、新たな人材

を確保しつつ、小規模農家を始めとした多様な経営体がそれぞれにふさわしい農業経営

を実現する必要があります。

このため、農林水産省では、中山間地域等直接支払制度により生産条件の不利を補正

しつつ、中山間地農業ルネッサンス事業等により、多様で豊かな農業と美しく活力ある

農山村の実現や、地域コミュニティによる農地等の地域資源の維持・継承に向けた取組

を総合的に支援しています。また、米、野菜、果樹等の作物の栽培や畜産、林業も含め

た多様な経営の組合せにより所得を確保する複合経営を推進するため、農山漁村振興交

付金等により地域の取組を支援しています。

(山村への移住・定住を進め、自立的発展を促す取組を推進)

振興山村は、国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全や良好な景観の形成、文化の

伝承等に重要な役割を担っているものの、高齢化や人口減少等が他の地域より進んでい

ることから、国民が将来にわたってそれらの恵沢を享受することができるよう、地域の

特性を活かした産業の育成による就業機会の創出、所得の向上を図ることが重要となっ

ています。

、 、 、農林水産省は 地域の活性化・自立的発展を促し 山村への移住・定住を進めるため

平成27(2015)年度から地域資源を活かした商品の開発等に取り組む地区を支援していま

す。

(2) 多様な機能を有する都市農業の推進

省略

第４節 農村における所得と雇用機会の確保

農山漁村を次の世代に継承していくためには、6次産業化等の取組に加え、他分野との

組合せにより農山漁村の地域資源をフル活用する「農山漁村発イノベーション」の取組

により農村における所得と雇用機会の確保を図ることが重要です。

本節では6次産業化、農泊、農福連携等の農山漁村発イノベーションの取組やバイオマ

ス・再生可能エネルギーの活用を図る取組等について紹介します。
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(1) 農山漁村発イノベーションの推進

(6次産業化の取組を発展させた農山漁村発イノベーションを推進)

農山漁村における所得向上や雇用機会の創出を図るため、農林水産省は、従来、農村

への産業の立地・導入を促進するとともに、農業者が加工・販売等に取り組む6次産業化

の取組等を推進してきました。

今後の農村施策の展開に当たっては、農業以外の所得と合わせて一定の所得を確保で

きるよう、多様な機会を創出していくことが重要であることから、従来の6次産業化の取

組を発展させ、農林水産物や農林水産業に関わる多様な地域資源を活用し、観光・旅行

や福祉等の他分野と組み合わせて新事業や付加価値を創出する「農山漁村発イノベーシ

ョン」の取組を推進しています。

その推進に当たっては、農林漁業者や地元企業等多様な主体の連携を図りつつ、商品

・サービス開発等のソフト支援や施設整備等のハード支援を行うとともに、全国及び都

道府県段階に設けた農山漁村発イノベーションサポートセンターを通じて、取組を行う

農林漁業者等に対する専門家派遣等の伴走支援や都市部の起業家とのマッチング等を行

っています。

令和4(2022)年10月に施行された改正農山漁村活性化法の下、農山漁村発イノベーショ

ン等に必要な事業が円滑に実施できるよう、施設整備等に当たっての農地転用等の手続

を迅速化しました。また、令和7(2025)年度までにモデル事例を300創出することを目標

としており、現場の優良事例を収集し、全国への横展開等を図ることとしています。

(事例) 農業と観光の相乗効果により多面的なビジネスを展開(栃木県)

栃木県宇都宮市の農業法人である株式会社ワカヤマファームでは、竹林やたけの

こ等の地域資源を有効に活用しながら観光事業等の多角的なビジネスを展開してい

ます。

同社は、24haの圃場でたけのこ等の生産や竹苗の育種・販売、近代都市空間にお

ける竹植栽の啓蒙を行っています。また、市街地近郊に管理された竹林が残存する

希少性により、映画やCMの撮影地となったことを契機に、竹林への訪問者が増えた

ため、平成29(2017)年に農場の一部を公開し、入場料収入による観光事業を開始し

ました。入場者数は年々増加し、平成28(2016)年の4千人から令和4(2022)年は8万人

に増加しました。

観光事業と併せて、たけのこ・くりの農産物加工品の開発・販売にも取り組んで

おり、観光客向けに販売する農産物加工品(他社から仕入れた農産物加工品を含む)

の販売金額は、平成28(2016)年の270万円から令和4(2022)年の3,400万円に増加しま

した。また、観光客の増加が従業員の竹林管理の作業意欲の向上につながるなど、

好調な観光事業が農業にも良い影響を与えています。

同社は、ハンモックテントを活用した竹林キャンプや国産メンマの開発にも取り

組んでおり、更なる観光客や農産物加工品販売の増加を図りつつ、今後は自社製食

材を活用した農家レストランの展開も計画しています。
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(農山漁村の活性化に向けた起業を後押し)

若い世代を中心とした地方移住への関心の高まりに加えて、地域の課題に対してビジ

ネスの手法を取り入れることで解決を図り、持続可能な農山漁村を目指す取組も見られ

ます。

このような取組を広く展開するため、農山漁村における起業促進プラットフォームで

ある「INACOME」では、地域資源を活用した多様なビジネスの創出を促進することを目的

として、起業家間での情報交換を通じたビジネスプランの磨き上げや課題を抱える地域

と起業家のマッチング、ビジネスプランコンテスト等を実施しています。

(6次産業化による農業生産関連事業の年間総販売金額は約2.1兆円)

6次産業化に取り組む農業者等による加工・直売等の販売金額は、近年横ばい傾向で

推移しています。令和3(2021)年度の農業生産関連事業の年間総販売金額は、農産加工等

の増加により前年度に比べ337億円増加し2兆666億円となりました。

地域の農林漁業者が、農産物等の生産に加え、加工・販売等に取り組み、新たな価値

を生み出す6次産業化の取組も引き続き進んでおり、六次産業化・地産地消法に基づく総

合化事業計画認定件数の累計は、令和4(2022)年度末時点で2,630件となりました。

(農村への産業の立地・導入を促進)

農林水産省では、農業と産業の均衡ある発展と雇用構造の高度化に向けて、農村地域

への産業の立地・導入を促進するため、農村産業法に基づき、都道府県による導入基本

計画、市町村による導入実施計画の策定を推進するとともに、税制等の支援措置の積極

的な活用を促しています。

令和4(2022)年3月末時点の市町村による導入実施計画に位置付けられた計画面積は約

1万7,900haであり、同計画において、産業を導入すべき地区として定められた産業導入

地区における企業立地面積は全国で約1万3,700ha、操業企業数は6,815社、雇用されてい

る就業者は約46万人となっています。

(2) 農泊の推進

(農泊地域の宿泊者数は前年度に比べ58万人泊増加)

農泊とは、農山漁村において農家民宿や古民家等に滞在し、我が国ならではの伝統的

な生活体験や農村の人々との交流を通じて、その土地の魅力を味わってもらう農山漁村

滞在型旅行のことです。農林水産省は、令和4(2022)年度末までに全国621の農泊地域を

採択し、これらの地域において、宿泊、食事、体験に関するコンテンツ開発等、農泊を

ビジネスとして実施できる体制の構築等に取り組んでいます。

令和3(2021)年度における農泊地域の延べ宿泊者数は、前年度に比べ約58人泊増加し約

448万人泊となりました。このうち、訪日外国人旅行者の延べ宿泊者数は前年度に比べ減

少し約1万人泊となりました。

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、ワーケーションや近隣地域への旅

行(マイクロツーリズム)といったニーズが顕在化しており、農泊地域では、そのような
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ニーズに対応した多様な取組が行われています。

農林水産省では、新型コロナウイルス感染症の収束後を見据えたコンテンツの磨き上

げを支援するなど、引き続き安全・安心な旅行先としての農泊の需要喚起に向けた取組

を展開しています。

(事例) 宿泊者数回復を見据え、インバウンドの受入体制を強化(秋田県)

秋田県仙北市は日本国内でも数少ない、インバウンドグリーンツーリズムの団体

受入れが可能な地域であり、同市の 般社団法人仙北市農山村体験推進協議会は多⼀

言語対応等の環境整備を進め、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて減少した

インバウンドを含む宿泊者数の回復を図っています。

同市における農山村体験を総合的に推進することを目的として、平成20(2008)年

に市、観光協会、農協、宿泊施設等を構成員として設立された同協議会では、グリ

ーンツーリズムの宿(農家民宿等)軒を中心に、地域の特色を活かしたアウトドア体

験等、多数の体験コンテンツの提供や温泉施設等を活用した農泊の受入れを行って

います。

平成30(2018)年からは、国家戦略特区を活用して国内旅行業務取扱管理者資格及

び地域限定旅行業の登録を行い、Webサイトから予約リクエストが可能なワンストッ

プサービス体制を構築するとともに、国内外の個人旅行客に対応するため、農泊施

設内の表記やWebサイトの多言語化、カード決済システム、無線LAN環境、翻訳アプ

リ等の受入体制整備を行いました。

同協議会では、宿泊者数の回復を見据え、グリーンツーリズムの宿や田沢湖等の

地域資源を活用した「リトリート」の推進に取り組んでいます。

(「 」認定地域に4地域を追加)SAVOR JAPAN

増大するインバウンドが、訪日外国人旅行者の更なる増加と農林水産物・食品の輸出

増大につながるといった好循環を構築するためには、訪日外国人旅行者を日本食・食文

化の「本場」である農山漁村に呼び込むことが重要です。農林水産省は、平成28(2016)

年度から、農泊を推進している地域の中から、特に食と食文化によりインバウンド誘致

を図る重点地域を「農泊食文化海外発信地域( )」に認定することで、ブSAVOR JAPAN

ランド化を推進する取組を行っています。インバウンド観光の再開に伴う訪日外国人旅

行者の増加を見据え、令和4(2022)年度は新たに4地域を認定し、認定地域は全国で41地

域(令和4(2022)年12月時点)となりました。

(3) 農福連携の推進

(農福連携に取り組む主体数は前年度に比べ2割増加)

障害者等の農業分野での雇用・就労を推進する農福連携は、農業、福祉両分野にとっ

て利点があるものとして各地で取組が進んでいます。

農福連携等推進ビジョンにおいては、農業経営の発展とともに障害者がやりがいや生

きがいをもって農業分野で活躍する場を創出することにより、農福連携の裾野を広げて
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いくため、農福連携に取り組む主体を令和元(2019)年度末からの5年間で新たに3千創出

するとの目標の下、認知度の向上や専門人材の育成、施設整備への支援等に取り組むこ

ととしています。

〜農福連携に取り組む主体数は、令和元(2019) 3(2021)年度において新たに1,392主体

が農福連携に取り組み、前年度に比べ約2割増加し5,509主体となりました。

また、現場で農福連携を支援できる専門人材を育成するため、農林水産省及び都道府

県では、障害特性に対応した農作業支援技法を学ぶ農福連携技術支援者育成研修を実施

しています。令和4(2022)年度は、開催箇所数を拡大して農林水産省及び 県で同研修を7

実施しており、令和5(2023)年3月時点で新たに171人の農福連携技術支援者を認定し、累

計で348人となりました。

(農福連携等応援コンソーシアムによる全国展開に向けた普及・啓発を推進)

令和2(2020)年に設立した農福連携等応援コンソーシアムでは、イベントの開催、連携

・交流の促進、情報提供等の国民的運動を通じた農福連携の普及・啓発を展開していま

す。

同コンソーシアムでは、農福関連の商品の価値をPRするノウフクマルシェや現場の課

題解決を図るノウフク・ラボ等の取組を実施するとともに、令和5(2023)年2月には、農

福連携に取り組む団体、企業等の優良事例23団体を「ノウフク・アワード2022」におい

て表彰しました。

(多世代・多属性の利用者が交流・参加するユニバーサル農園の整備・利用を推進)

農業には、農産物を生産し食料を供給する役割のほか、土や作物との触れ合いを通じ

た精神的・肉体的なリハビリテーションや健康増進の効果を発揮する役割も期待されま

す。

また、体験農園での農作業を通じて様々な人と触れ合うことは、高齢者や障害者の社

会参画にもつながります。

、 、 、農林水産省は 誰もが農業体験を通じた農業の持つ多面的な機能を享受でき 障害者

高齢者等の多世代・多属性の利用者が交流・参画する農園を「ユニバーサル農園」と位

置付け、その整備・利用を推進しています。

ユニバーサル農園の取組が全国に広がることにより、利用者の健康増進や生きがいづ

くり、社会参画の促進のみならず、農地の利用の維持・拡大、就農者の増加といった様

々な社会問題の解決につながることを目指しています。

(4) バイオマス・再生可能エネルギーの推進

(「バイオマス活用推進基本計画」を見直し)

持続的に発展する経済社会の実現や循環型社会の形成には、みどり戦略に示された生

産力の向上と持続性の両立を推進するとともに、バイオマスを製品やエネルギーとして

活用するなど地域資源の最大限の活用を図ることが重要です。

政府は、平成28(2016)年に策定した「バイオマス活用推進基本計画」を見直し、令和

4(2022)年9月に新たな基本計画を閣議決定しました。同計画では、農山漁村だけでなく

都市部も含めた地域主体のバイオマスの総合的な利用を推進し、製品・エネルギー産業
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の市場のうち、国産バイオマス産業の市場シェアを一定規模に拡大することを目指すこ

ととしています。

また、同計画では、バイオマスの持続的な活用に向けて、バイオマスの供給基盤とな

る食料・農林水産業の生産力向上と持続性を確保するとともに、家畜排せつ物や下水汚

泥資源等の活用に当たっては、利用者の理解を醸成しながら、その特性に応じた高度利

用を推進していくこととしています。さらに、重要な地域資源である農地において資源

作物を栽培し、荒廃農地の発生防止に取り組むこととしています。

(事例) エネルギーの地産地消により「一石五鳥」のメリットが発現(北海道)

北海道鹿追町は、町内で稼働する二つのプラントによるバイオガス発電を通じて

「エネルギーの地産地消」に取り組むことにより、環境の改善のみならず、地域活

性化等様々な効果を発現させています。

同町は平成19(2007)年に家畜ふん尿の適正処理、生ごみ・汚泥の資源化等を図る

ため、既存の汚泥処理施設にバイオガスプラント・堆肥化施設を新設した鹿追町環

境保全センターを設置しました。

同施設の稼働に当たっては、利用費の負担が必要な酪農家による施設の利用や、

発酵残さである消化液を活用する耕種サイドによる協力が必要でしたが、話合いや

説明会等の粘り強い活動を通じて地域の理解が得られたことにより、計画の実施に

至りました。

同町ではバイオガスプラントの稼働により、周辺環境の改善に加え、発電した電

気の施設内利用や売電、余剰熱の温室栽培や魚類養殖への活用等「一石五鳥」のメ

リットが発現したとしています。

平成28(2016)年には2施設目となる瓜幕バイオガスプラントが本格稼働しました。
うりまく

令和32(2050)年までにカーボンニュートラルの実現を目指す同町では、バイオガス

プラントを核としたエネルギーの地産地消の取組を更に進めていくこととしていま

す。

(バイオマス産業都市を新たに4町選定)

地域のバイオマスを活用したグリーン産業の創出と地域循環型エネルギーシステムの

構築を図ることを目的として、経済性が確保された一貫システムを構築し、地域の特色

を活かしたバイオマス産業を軸とした環境にやさしく災害に強いまち・むらづくりを目

指す地域を、関係府省が共同で「バイオマス産業都市」として選定しています。令和4

(2022)年度には、北海道浜中町、群馬県長野原町、滋賀県竜王町、広島県世羅町の4町を

、 。選定し これまでにバイオマス産業都市に選定した地域は全国で101市町村となりました

農林水産省は、これらの地域に対して、地域構想の実現に向けて各種施策の活用、制

度・規制面での相談・助言等を含めた支援を行っています。

(農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画を作成した市町村数は81に増加)

農山漁村において再生可能エネルギー導 の取組を進めるに当たり、農山漁村が持つ⼊
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食料供給機能や国土保全機能の発揮に支障を来さないよう、農林水産省では、農山漁村

再生可能エネルギー法に基づき、市町村、発電事業者、農業者等の地域の関係者から成

る協議会を設立し、地域主導で農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギ

ー発電を行う取組を促進しています。

、 、令和3(2021)年度末時点で 農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画を作成し

再生可能エネルギーの導入に取り組む市町村は、前年度に比べ7市町村増加し81市町村と

なりました。また、農山漁村再生可能エネルギー法を活用した再生可能エネルギー発電

施設の設置数も年々増加しており、設備整備者が作成する設備整備計画の認定数は、令

和3(2021)年度末時点で100となりました。

、 、 、 、一方 再生可能エネルギーの導入拡大に伴い 一部の地域では 災害や環境への影響

。 、 、再生可能エネルギー設備の廃棄等への懸念が指摘されています このため 経済産業省

農林水産省、国土交通省、環境省の4省共同で「再生可能エネルギー発電設備の適正な導

入及び管理のあり方に関する検討会」を開催し、令和4(2022)年10月に再生可能エネルギ

ー関連の事業における課題やその解消に向けた取組の在り方等について提言を取りまと

めました。

(再生可能エネルギー発電を活用し、地域の農林漁業の発展を図る地区の経済規模は増

加)

農山漁村の所得の向上・地域内の循環を図るためには、地域資源を活用したバイオマ

、 、 。ス発電 小水力発電 営農型太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入促進が重要です

農林水産省は、再生可能エネルギーを活用して地域の農林漁業の発展を図る取組を行

う地区における再生可能エネルギー電気・熱に係る経済規模について、令和5(2023)年度

に600億円にすることを目標としています。令和3(2021)年度末時点の経済規模は、前年

度に比べ73億円増加し521億円となりました。

(荒廃農地を活用した再生可能エネルギーの導入を促進)

荒廃農地については、再生利用及び発生防止の取組を進めることが基本ですが、これ

。 、らの取組によってもなお農業的な利用が見込まれないものも存在しています このため

荒廃農地を農山漁村再生可能エネルギー法に基づく設備整備区域に含める場合には、耕

作者を確保することができず、耕作の見込みがないことをもって農地転用規制の特例の

対象となるよう要件を緩和することにより、再生可能エネルギー導入の促進を図ってい

ます。

(営農型太陽光発電の取組面積が拡大)

農地に支柱を立て、上部空間に太陽光発電設備を設置し、営農を継続しながら発電を

行う営農型太陽光発電の取組面積 は年々増加しており、令和2(2020)年度は前年度に比

べ145ha増加し873haとなりました。
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(コラム) 営農型太陽光発電の不適切な事例が増加

営農型太陽光発電は、農業生産と再生可能エネルギーの導入を両立する有用な取

組であり、その設置件数は年々増加しています。一方、太陽光パネル下部の農地に

おいて作物の生産がほとんど行われない等、農地の管理が適切に行われず営農に支

障が生じている事例も増えており、その数は令和2(2020)年度末時点で存続している

2,535件の取組のうち18 の458件となっています。%

事業者に起因して支障が生じている取組に対しては、農業委員会又は農地転用許

可権者により、事業者に対する営農状況の改善に向けた指導が行われていますが、

指導に従わなかった結果、事業の継続に必要な農地転用の再許可が認められないよ

うなケースも発生しています。

このため、太陽光パネルの下部の農地における営農が適切に行われるよう、農地

法や再エネ特措法等の関係法令に違反する事例に対して、厳格に対処するなどの対

応が必要となっています。

第５節 農村に人が住み続けるための条件整備

農村は地域住民の生活や就業の場になっていますが、高齢化や人口減少により集落機

能が低下し、農地の保全や買い物・子育て等の集落の維持に必要不可欠な機能が弱体化

する地域が増加していくことが懸念されています。

本節では、農村に人が住み続けるための条件整備として、地域コミュニティ機能の維

持・強化や生活インフラ等の確保を図る取組について紹介します。

( ) 地域コミュニティ機能の維持や強化1

(農業集落の小規模化が進行)

我が国の「地域の基礎的な社会集団」である農業集落は、地域に密着した水路・農道

・ため池等の農業生産基盤や収穫期の共同作業・共同出荷等の農業生産面のほか、集落

の寄り合いといった協働の取組や伝統・文化の継承等、生活面にまで密接に結びついた

地域コミュニティとして機能しています。

しかしながら、農業集落は小規模化が進行するなど高齢化と人口減少の影響が強く表

れており、総戸数が9戸以下の小規模な農業集落の割合については、令和2(2020)年は、

平成22(2010)年の6.6 から1.2ポイント増加し7.8％となりました。%

小規模な集落では、農地の保全等を含む集落活動の停滞のほか、買い物がしづらくな

るといった生活環境の悪化により、単独で農業生産や生活支援に係る集落機能の維持が

困難となるとともに、集落機能の低下が更なる集落の人口減少につながり、集落の存続

が困難になることが懸念されています。このため、広域的な範囲で支え合う組織づくり

を進めるとともに、農業生産の継続と併せて、生活環境の改善を図ることが重要です。

また、集落の存続はその地域での農業生産活動の維持にも影響することから、農村人

口の維持・増加やコミュニティ機能の維持は重要な課題となっています。
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(広域連携により集落機能の維持を支える動きが広がり)

農業用用排水路やため池等の地域資源を有している農業集落のうち、これらの保全活

動を行っている集落の割合は、平成27(2015)年から令和2(2020)年までの期間で見ると、

いずれも上昇しています。その要因としては、他の農業集落との共同での保全や都市住

民の支援を受けた取組が増加していることが挙げられます。農業集落の縮小により集落

機能が低下しつつある保全活動を、広域的に連携した取組によって支援する動きが全国

的に拡大していることがうかがわれます。

(地域運営組織や小さな拠点の形成数はそれぞれ前年度に比べ増加)

地域の暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となって形成され、地域内の様々

な関係主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に基づき、地域課題の解決に向

けた取組を持続的に実践する組織である「地域運営組織(RMO)」について、令和4(2022)

年度の形成数は、前年度に比べ1,143組織増加し7,207組織となっています。

また、地域住民が地方公共団体や事業者、各種団体と協力・役割分担をしながら、行

政施設や学校、郵便局等の分散する生活支援機能を集約・確保し、周辺集落との間をネ

ットワークで結ぶ「小さな拠点」では、地域の祭りや公的施設の運営等の様々な活動に

取り組んでいます。令和4(2022)年度の形成数は、前年度に比べ102か所増加し1,510か所

となっています。このうち84％の1,262か所で地域運営組織が設立されています。

、 、 、小さな拠点の形成に向けて 関係府省が連携し 遊休施設の再編・集約に係る改修や

廃校施設の活用等に取り組む中、農林水産省は、農産物加工・販売施設や地域間交流拠

点の整備等の支援を行っています。

(集落の機能を補完する「農村RMO」の形成を促進)

中山間地域を始めとした農村地域では高齢化・人口減少の進行により、農業生産活動

のみならず、農地・水路等の保全や買い物・子育て等の生活支援等の取組を行うコミュ

ニティ機能の弱体化が懸念されています。このため、複数の集落の機能を補完して、農

用地保全活動や農業を核とした経済活動と併せて、生活支援等の地域コミュニティの維

持に資する取組を行う「農村型地域運営組織」(以下「農村RMO」という。)を形成してい

くことが重要となっています。

また、農村RMOは、中山間地域等直接支払交付金や多面的機能支払交付金の交付を受け

て農用地の保全活動を行う組織と、地域の多様な主体が連携し、地域資源を活用した農

業振興等による経済活動を展開し、農業集落の生活支援を手掛ける組織へと発展させて

いくことが重要です。

農林水産省は、令和8(2026)年度までに農村RMOを100地区で形成する目標に向けて、農

村RMOを目指す団体等が行う農用地保全、地域資源の活用、生活支援に係る調査、計画作

成、実証事業等の取組に対して支援することとしています。また、地公共団体や農協、

NPO法人等から構成される都道府県単位の支援チームや、全国プラットフォームの構築を

支援し、農村RMOの形成を後押ししています。
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(事例) 地域活性化を支える農村RMOを設立し、多岐にわたる事業を展開(島根県)

島根県安来市のえーひだカンパニー株式会社は、同市比田地区の農村RMOとして、地

域農業に貢献する取組を始め、産業振興や生活環境改善、福祉の充実、定住促進等

の多岐にわたる事業を展開しています。

、 、 、同地区では 少子高齢化等による地区存続の危機感から 地域住民が中心となり

行政や農協のサポートを受けて、地区機能維持の仕組みを創るため88個の戦略プラ

ンから成る「比田地域ビジョン」を策定しました。このビジョンの確実な実施に向

けて、平成29(2017)年に、地域住民を構成員として同社が設立されました。

同社は、農業分野では、産業用ドローンを使った水稲の防除作業や地元農産物を

活用した商品開発等の取組を進めています。また、農業以外の分野においても、公

共交通の空白地域での輸送事業のほか、高齢者の居場所づくりや買い物支援、地域

外住民との交流イベントの開催等の取組を進めています。

今後とも、住民による住民のための株式会社として、生活環境、福祉、産業、観

光等、多岐わたる分野で同地区の活性化に向けて貢献していくこととしています。

(2) 生活インフラ等の確保

(農業・農村における情報通信環境の整備を推進)

データを活用した農業の推進や農業水利施設等の管理の省力化・高度化、地域の活性

化を図るため、農業・農村における 等の活用に向けた情報通信環境を整備することICT

が課題となっています。

農林水産省は、令和3(2021)年に農業農村情報通信環境整備推進体制準備会を設置し、

先進地域、民間事業者等と連携して地方公共団体等への技術的なサポートを行っています。

また、令和4( )年度は、全国21地区において、農山漁村振興交付金(情報通信環境2022

整備対策)により、光ファイバ、無線基地局等の情報通信環境整備に係る調査、計画策定

及び施設整備が進められました。

(標準耐用年数を超過した農業集落排水施設は全体の約8割)

農業集落排水施設は、農業用水の水質保全等を図るため、農業集落におけるし尿、生

活雑排水の汚水等を処理するものであり、農村の重要な生活インフラとして稼働してい

ます。

一方、供用開始後20年(機械類の標準耐用年数)を経過する農業集落排水施設が76％に

達するなど、老朽化の進行や災害への脆弱性が顕在化するとともに、施設管理者である

市町村の維持管理に係る負担が増加しています。

このような状況を踏まえ、農林水産省は農業集落排水施設について、未整備地域に関

しては引き続き整備を進めるとともに、既存施設に関しては広域化・共同化対策や維持

管理の効率化、長寿命化・老朽化対策を進めるため、地方公共団体による機能診断等の

取組や更新整備等を支援しています。

また、国内資源である農業集落排水汚泥のうち、肥料等として農地還元されているも
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のは、令和3(2021)年度末時点で約5割となっています。みどり戦略の推進に向け、農業

集落排水汚泥資源の再生利用を更に推進することとしています。

(農道の適切な保全対策を推進)

農道は、圃場への通作や営農資機材の搬入、産地から市場までの農産物の輸送等に利

用され、農業の生産性向上等に資するほか、地域住民により日常の移動に利用されるな

ど、農村の生活環境の改善を図る重要なインフラです。令和4(2022)年8月時点で、農道

。 、 、の総延長距離は17万719 となっています 一方 農道を構成している構造物についてkm

供用開始後20年を経過するものは、 橋梁で78 、トンネルで58 に達しています。経年% %

的な劣化の進行も見られる中、構造物の保全対策を計画的・効率的に実施し、その機能

を適切に維持していくためには、予防保全を図ることが重要となっています。

このため、農林水産省では、農道の適切な保全対策の実務に必要となる基本的事項を

「 」 、 、取りまとめた 農道保全対策の手引き を改定し 保全対策の推進に取り組むとともに

農道の再編・強靱化や拡幅による高度化等、農業の生産性向上や農村生活を支えるイン

フラを確保するための取組を支援しています。

第６節 鳥獣被害対策とジビエ利活用の推進

野生鳥獣による農作物被害は、営農意欲の減退をもたらし耕作放棄や離農の要因にな

るなど、農山村に深刻な影響を及ぼしています。このため、地域の状況に応じた鳥獣被

害対策を全国で進めるとともに、マイナスの存在であった有害鳥獣をプラスの存在に変

えていくジビエ利活用の取組を拡大していくことが重要です。

本節では、鳥獣被害対策やジビエ利活用の取組について紹介します。

( ) 鳥獣被害対策等の推進1

(野生鳥獣による農作物被害額は前年度に比べ減少)

野生鳥獣による農作物被害額は、平成22(2010)年度の239億円をピークに減少し、令和

3(2021)年度は捕獲等の対策の効果が現れてきたイノシシによる被害の減少等により、前

度に比べ6億円減少し155億円となっています。鳥獣種類別に見ると、シカによる被害額

が61億円で最も多く、次いでイノシシが39億円、鳥類が29億円となっています。

野生鳥獣の捕獲頭数については、令和3(2021)年度はシカが前年度に比べ5万頭増加し

72万頭となっています。集中捕獲キャンペーンを含む捕獲強化の取組により捕獲頭数が

増加している一方、生息頭数の減少ペースは鈍く、引き続き捕獲の強化が必要です。

また、イノシシの捕獲頭数は15万頭減少し53万頭となっています。捕獲強化の効果や

豚熱の影響等から生息頭数が減少していることによるものと見られます。

全国各地で鳥獣被害対策が進められている一方、被害が継続して発生している状況に

あり、その背景としては野生鳥獣の生息域が拡大したことや過疎化・高齢化による荒廃

農地の増加等がうかがわれます。さらに、鳥獣被害は離農動機としても挙げられている

ことから、鳥獣被害対策を継続的に推進していくことが重要です。
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(改正鳥獣被害防止特措法に基づき、更なる捕獲強化等に向けた取組を推進)

鳥獣被害の防止に向けては、鳥獣の捕獲による個体数管理、柵の設置等の侵入防止対

策、藪の刈払い等による生息環境管理を地域ぐるみで実施することが重要です。

令和3(2021)年に施行した改正鳥獣被害防止特措法に基づき、令和4( )年4月末時点2022

で、1,513市町村が被害防止計画を策定し、そのうち1,234市町村が鳥獣捕獲や柵の設置

等、様々な被害防止施策を実施する鳥獣被害対策実施隊を設置しているほか、その隊員

数は前年に比べ657人増加し4万2,053人となっています。

農林水産省は、鳥獣被害対策実施隊の活動経費に対する支援を行っており、実施隊員

は銃刀法の技能講習の免除や狩猟税の免除措置等の対象となっています。

更なる捕獲強化等に向け、改正鳥獣被害防止特措法では、行政界をまたいだ広域捕獲

を推進するため、都道府県が行う捕獲活動等と国による必要な財政上の措置について規

定されました。これを受け、令和4(2022)年度から開始した都道府県広域捕獲活動支援事

業では、複数の市町村や都府県にまたがる広域的な範囲において、市町村からの要請を

、 。受けた都道府県が生息状況調査や捕獲活動 広域捕獲を担う人材の育成を行っています

あわせて、こうした取組に専門家が参画し、効果的な広域捕獲を目指す取組も推進し

ています。

また、ICTを用いたわなやセンサーカメラ等の新技術をフル活用した、データに基づく

効果的・効率的な鳥獣被害対策を推進するモデル地区の整備を行っています。

(事例) 専門家と地域住民によるICTを活用した鳥獣被害対策を推進(長崎県)

長崎県対馬市では、ICTを活用し被害状況と対策の効果を可視化することで、専門

家と地域住民が関連情報を共有するとともに、データに基づく地域に適した防護・

捕獲対策の提案を通じ、地域住民主体の対策を実施しています。

同市では、イノシシやシカによる農林業被害を防止するため、防護柵の設置や有

害鳥獣捕獲を積極的に進めています。

また、地理情報システム(GIS)やGPS付きカメラ等を活用し、鳥獣被害の状況や柵

の設置状況、捕獲の状況を可視化する取組を進めています。地域住民と鳥獣被害対

策の現状を共有し、地域に適した対策の検討を行うことで、地域住民主導による対

策の強化を図っています。

さらに、被害に悩む地域住民を対象とした被害相談会の開催や、島内の小中学校

での鳥獣被害対策授業の実施、狩猟免許を保有していない地域住民も参画した地区

捕獲隊の設置等、地域 体となった捕獲対策を進めています。⼀

このほか、地域住民の協力体制を構築するため 「獣害から獣財へ」をキーワー、

ドに、捕獲したイノシシやシカをジビエや皮革製品等として有効利用する取組にも

力を入れており、特にジビエはふるさと納税の返礼品としても活用されています。

(2) ジビエ利活用の拡大

(ジビエ利用量は前年度に比べ増加)
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食材となる野生鳥獣肉のことをフランス語でジビエ( )といいます。我が国では、gibier

シカやイノシシによる農作物被害が大きな問題となっており、捕獲が進められるととも

に、ジビエとしての利用も全国的に広まっています。害獣とされてきた野生動物も、ジ

ビエとして有効利用されることで食文化をより豊かにしてくれる味わい深い食材、ある

いは農山村地域を活性化させ、農村の所得を生み出す地域資源となります。捕獲個体を

無駄なくフル活用することにより、外食や小売、学校給食、ペットフード等、様々な分

野においてジビエ利用が拡大しており、農林水産省は、この流れを更に進めるため、ジ

ビエ利用量を令和7(2025)年度までに4千tとすることを目標としています。令和3(2021)

年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により低迷していた外食需要が一定程度回復

し、特にシカの食肉利用が拡大したこと等から、前年度に比べ18％増加し2,127tとなり

ました。

食肉処理施設からの販売先別の販売数量を見ると、卸売業者や外食産業・宿泊施設向

けの販売数量が回復傾向にあるほか、消費者への直接販売は引き続き増加傾向で推移し

ています。

農林水産省は、改正鳥獣被害防止特措法において、捕獲等を行った野生鳥獣の有効利

用の更なる推進が規定されたことを踏まえ、引き続きジビエ需要の開拓・創出や良質な

ジビエの安定供給等に取り組むこととしています。

また、更なる需要拡大に向けて、食肉利用のほか、皮・骨・角等の多用途利用を推進

しています。令和3(2021)年度は、特にペットフード向けがジビエ利用量の約3割を占め

るまで増加したほか、動物園では肉食獣の餌に利用されるなど、新たな試みも見られて

います。

(国産ジビエ認証施設は前年度に比べ 施設増加)4

ジビエの利用拡大に当たっては、より安全なジビエの提供と消費者のジビエに対する

安心の確保を図ることが必要です。このため、農林水産省では、平成30(2018)年に国産

ジビエ認証制度を制定し、厚生労働省のガイドラインに基づく衛生管理の遵守やトレー

サビリティの確保に取り組むジビエの食肉処理施設を認証しており、令和4(2022)年度末

の認証施設数は新たに認証を取得した4施設を加えて30施設となりました。こうした認証

施設で処理されたジビエが大手外食事業者等によって加工・販売され、ジビエ利用量の

拡大につながる事例も見られています。

また、農林水産省は、捕獲個体の食肉処理施設への搬入促進や需要喚起のためのプロ

モーション等に取り組んでおり、ポータルサイト「ジビエト」では、令和5(2023)年3月

時点で、ジビエを提供している飲食店等、約420店舗の情報を掲載しています。

(事例) 食肉に加え、皮、骨、角等の多用途利用を推進(山梨県)

山梨県丹波山村の丹波山ジビエ肉処理加工施設は、令和3(2021)年2月に、国産ジ

ビエ認証制度の認証を取得し、高品質で安全なジビエを提供しています。

同施設は、指定管理者である株式会社アットホームサポーターズによって管理運

営されており、同村に受け継がれている「狩猟文化」の継承に寄与する拠点施設と

して位置付けられています。
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同社は、野生鳥獣の捕獲から解体、精肉、製造、販売の全ての行程を自社で行う

ことで徹底した品質管理を行っており、山梨県独自の認証制度である「やまなしジ

ビエ」認証も取得しています。

また、シカの肉だけでなく、皮、骨、角といった部位も余すところなく加工販売

することで、廃棄やロスのない生産を進めています。

同社では、猟師の基本行動を学習できる「狩猟学校」を開設し、狩猟や解体のノ

ウハウを教授するとともに、近隣自治体や関係機関とも連携をしながらジビエ利用

の拡大に向けた取組を進めています。

第７節 農村を支える新たな動きや活力の創出

持続可能な農村を形成していくためには、地域づくりを担う人材の養成等が重要とな

っています。また、都市住民も含め、農村地域の支えとなる人材の裾野を拡大していく

ためには、農的関係人口の創出・拡大や関係の深化を図っていくことが必要となってい

ます。

本節では、農村を支える体制・人材づくりの新たな動きや活力の創出を図る取組につ

いて紹介します。

( ) 地域を支える体制・人材づくり1

(地方公共団体における農林水産部門の職員は減少傾向で推移)

近年、地方公共団体職員、特に農林水産部門の職員が減少しています。令和4(2022)年

の同部門の職員数(7万8,852人)は、平成17(2005)年の職員数(10万2,887人)と比較して2

割以上減少しました。

また、地方公共団体は、農林水産業の振興等を図るため、生産基盤の整備や農林水産

業に係る技術の開発・普及、農村の活性化等の施策を行っており、これらの諸施策に要

する経費である農林水産業費の純計決算額は、令和3(2021)年度においては3兆3,045億円

と、平成17(2005)年度の約8割の水準となっています。

農村地域においては、各般の地域振興施策を活用し、新しい動きを生み出すことがで

きる地域とそうでない地域との差が広がり、いわゆる「むら・むら格差」の課題も顕在

化しています。

このような中、地方における農政の現場では、地域農業の持続的な発展に向けて、地

方公共団体等の職員がデジタル技術を活用して農業経営の改善をサポートする取組や、

地域における農政課題の解決を図る動きも見られています。

農業現場の多様なニーズに対応することが困難となってきている中、地方公共団体に

おいては、今後とも、限られた行政資源を有効に活用しながら、それぞれの地域の特性

に即した施策を講じていくことが重要となっています。

(事例) デジタル技術を活用婦し高度な普及指導や業務効率化を推進(愛媛県)

愛媛県では、農業職の職員が大量退職する世代交代期を迎え、普及事業を担う若

手職員の早期育成や、ベテラン職員の技術継承等が課題となっています。

こうした状況の中、愛媛県では、高いレベルでの普及指導活動を推進するため、



- 22 -

令和2(2020)年度に県庁内に高度普及推進グループを設置し、普及拠点の活動を強力

に支援する体制を整備するとともに、デジタル技術を活用して生産現場と農業指導

機関等を結び、高い水準の農業普及指導を業うため 「リアルタイム農業普及指導、

ネットワークシステム」の構築に着手しました。

同システムの活用により、普及職員等が現地に赴かなくとも農業者から配信され

る高画質の映像を視聴することで、病害虫等のリアルタイムでの遠隔診断や、複数

の専門家の助言を基にした高い水準での指導が可能となっており、今後は、蓄積し

た映像のデータベース化や高度な技術情報の提供等を業う予定としています。

同グループでは、5Ｇの本格的な運用も見据え、デジタル技術やデータを活用した

業務の効率化や普及指導員の資質向上に取り組むとともに、県内農業者の技術レベ

ルの向上に努めていくこととしています。

(「農村プロデューサー」の養成が本格化)

地域への愛着と共感を持ち、地域住民の思いをくみ取りながら、地域の将来像やそこ

で暮らす人々の希望の実現に向けてサポートする人材を育成するため、農林水産省は、

令和3(2021)年度から「農村プロデューサー養成講座」を開催しています。オンラインの

入門コース、オンラインと対面講義を併用した実践コースから成る同講座は、令和5(202

3)年3月末時点で、地方公共団体の職員や地域おこし協力隊の隊員等146人が実践コース

を受講しました。

農林水産省は、実践コースの講座修了生が連携しながら地域づくりに取り組めるよう

ネットワークの構築を支援しており、有識者によるオンライン講演を開催するなど、ネ

ットワークの活性化に取り組むこととしています。

また、農林水産省は、農山漁村の現場で地域づくりに取り組む団体や市町村等を対象

に相談を受け付け、取組を後押しするための窓口である「農山漁村地域づくりホットラ

イン」を本省を始め、全国の地方農政局等や地域拠点に開設しています。令和4(2022)年

度には、市町村や企業、地域住民等から105件の相談が寄せられています。

、 、 、 、さらに 農林水産省は 全国の地域拠点に 現場と農政を結ぶ地方参事官室を配置し

農政の情報を伝えるとともに、現場の声をくみ上げ、地域と共に課題を解決することに

より、農業者等の取組を後押ししています。

(２) 関係人口の創出・拡大や関係の深化を通じた地域の支えとなる人材の裾野の拡大

(約7割が農村地域への協力に関心を持つと回答)

〜令和3(2021)年6 8月に内閣府が行った世論調査によると、農業の停滞や過疎化・高齢

化等により活力が低下した農村地域に対して、約7割が「そのような地域(集落)に行って

協力してみたい」と回答しています。

一方で、その大部分は 「機会があればそのような地域(集落）に行って協力してみた、

い」との回答であるため、地域の支となる人材の裾野を拡大していくためには、農業・

農村への関心の一層の喚起と併せて関心を持つ人に対して実際に農村に関わる機会を提

供することが重要となっています。
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(事例) 「酒米田んぼのオーナー制度」を通じて関係人口を創出(茨城県)

茨城県笠間市上郷地区では、豊かな自然環境を活かした「酒米田んぼのオーナー

制度」により、都市住民等が環境保全型農業に取り組む農業者や地域全体を応援す

ることにつなげています。

三方を山に囲まれた豊かな自然環境を有する同地区では、農薬の使用量を地区全

体で減らすことにより、自然環境に配慮した農業に取り組んでいます。いばらき

食と農のブランドづくり協議会は、環境保全型農業に取り組む農業者や地域全体を

応援するため同制度を実施しています。

参加するオーナーは、会費を支払うことにより、自ら栽培に携わった米で作るオ

リジナルの純米酒を受け取ることが可能となっています。また、田植え・収穫等の

農作業や生きもの田んぼ鑑定会、酒蔵での酒造りの行程見学等のイベントに参加す

ることにより、地域への関わりを深めています。

同地区では、取組の継続により、環境保全型農業の進展を通じた自然環境の保全

や農的関係人口の拡大による地区の活性化を図っており、今後とも地域の持続的な

維持・発展につなげていくことを目指しています。

(農的関係人口の創出・拡大や関係の深化を図る取組を推進)

農的関係人口については 「農山漁村への関心」や「農山漁村への関与」の強弱に応、

じて多様な形があると考えられ、段階を追って徐々に農山漁村への関わりを深めていく

ことで、農山漁村の新たな担い手へとスムーズに発展していくことが期待されます。し

かしながら、同時に、こうした農山漁村への関わり方やその深め方は、人によって多様

、 。であることから その裾野の拡大に向けては複線型のアプローチが重要となっています

例えば農泊や農業体験により農山漁村に触れた都市住民が、援農ボランティアとして

農山漁村での仕事に関わるようになり、二地域居住を経て、最終的には就農するために

農山漁村に生活の拠点を移すといったケースも想定されます。

農林水産省は、農山漁村の関係人口である「農的関係人口」の創出・拡大や関係の深

化に向けて、農山漁村における様々な活動に都市部等地域外からの多様な人材が関わる

機会を創出する取組や、多世代・多属性の人々が交流・参画する場であるユニバーサル

農園の導入等を推進しています。

(子供の農林漁業体験を後押し)

農林水産省を含む関係府省は、子供が農山漁村に宿泊し、農林漁業の体験や自然体験

活動等を業うことで、子供たちの学ぶ意欲や自立心、思いやりの 等を育む「子ども農⼼

山村交流プロジェクト」を推進しています。この取組の中で、農林水産省は、都市と農

山漁村の交流を促進するための取組や交流促進施設等の整備に対する支援等を行ってい

ます。

(3) 多様な 材の活躍による地域課題の解決⼈
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(「半農半X」の取組が広がり)

農業・農村への関わり方が多様化する中、都市から農村への移住に当たって、生活に

必要な所得を確保する手段として、農業と別の仕事を組み合わせた「半農半X」の取組が

広がりを見せています。

半農半Xの一方は農業で、もう一方の「X」に当たる部分は会社員や農泊運営、レスト

ラン経営等多種多様です。ターンのような形で、本人又は配偶者の実家等で農地やノウ

ハ

ウを継承して半農に取り組む事例や、食品加工業、観光業等、様々な仕事を組み合わせ

て通年勤務するような事例も見られています。

農林水産省では、人口急減地域特定地域づくり推進法の活用を含め、半農半Xを実践す

る者等の増加に向けた方策を、関係府省等と連携しながら推進していくこととしていま

す。

(コラム) 地域づくり人材としてマルチワーカーが活躍する場が広がり

地域人口の急減に直面している地域においては 「事業者単位で見ると年間を通、

じた仕事がない 「安定的な雇用環境や一定の給与水準を確保できない」といった」、

、 。状況が見られ そうした課題が人口流出の要因やUIJターンの障害にもなっています

こうした中、地域を支える人材を確保し、地域の活性化につなげるため、人口急

減地域特定地域づくり推進法に基づき、季節ごとの労働需要等に応じて複数事業者

の事業に従事するマルチワーカー(地域づくり人材)の労働者派遣事業等を行う特定

地域づくり事業協同組合の設立が全国的に広がっています。

特定地域づくり事業協同組合制度は、農林水産業の現場においても活用されてお

り、農林水産省としても活用事例の紹介を行うなど、農山漁村地域への活用を推進

しています。

例えば秋田県東成瀬村の東成瀬村地域づくり事業協同組合では、冬期はスキー場

、 、 、に 冬期以外は農業法 や農産加工所 宿泊施設に職員として派遣することにより⼈

。同村での通年雇用の場の創出や事業者の繁忙期の人手不足の解消等を図っています

また、鹿児島県和泊町及び知名町のえらぶ島づくり事業協同組合では、繁忙期に

人手が足りない生産現場に職員として派遣することにより、U・Iターン者等の安定

雇用の場の創出や、農業分野での人手不足の解消等を図っています。

本制度を活用することで、安定的な雇用環境等の確保や人手不足の解消等の地域

課題の解決を図るほか 「半農半Ｘ」等の多様なライフスタイルの実現につながる、

こと等が期待されています。

(地域おこし協力隊の隊員数は前年度に比べ増加)

令和4(2022)年度の「地域おこし協力隊」の隊員数は前年度に比べ6,447人増加となっ

ています。都市地域から過疎地域等に生活の拠点を移した隊員は、全国の様々な場所で

地場産品の開発、販売、PR等の地域おこしの支援や、農林水産業への従事、住民の生活
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支援等の地域協力活動を行いながら、その地域への定住・定着を図る取組を行っていま

す。

総務省は、地域おこし協力隊の推進に取り組む地方公共団体に対して、必要な財政上

の措置を行うほか、都市住民の受入れの先進事例等の調査等行っています。

また、農山漁村地域でビジネス体制の構築やプロモーション等を行う専門的な人材を

補うため、総務省は地域活性化に向けた幅広い活動に従事する企業人人材を派遣する制

度である「地域活性化起業人」について活用を推進しており、農林水産省では、農山漁

村地域における人材ニーズの把握や活用の働き掛け等を行っています。

(4) 農村の魅力の発信

(棚田地域振興法に基づく指定棚田地域は711に拡大)

棚田を保全し、棚田地域の有する多面的機能の維持増進を図ることを目的とした棚田

地域振興法に基づき、市町村や都道府県、農業者、地域住民等の多様な主体が参画する

指定棚田地域振興協議会による棚田を核とした地域振興の取組を、関係府省横断で総合

的に支援する枠組みを構築しています。農林水産大臣等の主務大臣は、令和4(2022)年度

までに、同法に基づき累計で711地域を指定棚田地域に指定したほか、指定棚田地域にお

いて同協議会が策定した認定棚田地域振興活動計画は累計で179計画となっています。

また、棚田の保全と地域振興を図る観点から、令和3(2021)年度には 「つなぐ棚田遺、

産 ふるさとの誇りを未来へ 」として、優良な棚田271か所を農林水産大臣が認定し〜 〜

ました。

さらに、農林水産省は、都道府県に対して、棚田カードを作成し、都市住民に棚田の

魅力を発信することを呼び掛けています。令和4(2022)年度末時点で累計で108の棚田地

域が参加しており、棚田地域を盛り上げ、棚田保全活動の一助となることが期待されて

います。

(事例) ブランド米による農業所得向上等を通じた棚田保全活動を推進(石川県)

石川県羽咋市 の「神子原地区棚田群」は、令和4(2022)年3月に、つなぐ棚田遺

産に認定されました。

神子原地区は、同市の東部に位置する山間集落で、神子原町、千石町、菅池町か

ら構成されています。山間に広がる棚田では、豊富な雪解け水を用いて、米やくわ

い、そば等が生産されています。

同地区では、全国的にも有名なブランド米「神子原米」を始めとした農業生産が

行われ、農業所得の向上等を通じた棚田保全活動が進められています。また、同地

区では、神子原米をローマ教皇に献上し、ブランド化を成功させたほか、取組の中

心である株式会社神子の里が、同市の酒造会社と提携し、酒米の栽培と自社ブラン

ドの純米酒の委託醸造にも取り組み、地域ブランドの魅力を向上させる取組を進め

ています。 さらに、同社は、地元産の農産物や加工品が販売されている農産物直

売施設の運営とともに、移動販売による配食・配達サービス等の取組も進めていま

す。同地区では、今後とも棚田の保全活動や棚田地域の維持・活性化のための取組
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を推進していくこととしています。

第８節 多面的機能に関する国民の理解の促進

農村では高齢化や人口減少が進行する中、地域の共同活動や農業生産活動等によって

支えられている多面的機能の発揮に支障が生じつつあります。国民の大切な財産である

多面的機能が適切に発揮されるよう地域の共同活動や農業生産活動の継続とともに、国

民の理解の促進を図っていくことが重要となっています。

本節では、多面的機能の発揮や国民の理解の促進のための取組について紹介します。

( ) 多面的機能の発揮の促進1

(農業・農村には多面的機能が存在)

国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承、癒しや

安らぎをもたらす機能等、農村で農業生産活動が行われることにより生まれる様々な機

業・農村の多面的機能」と言います。多面的機能の効果は、農村の住民だけでなく国民

の大切な財産であり、これを維持・発揮させるためにも農業生産活動の継続に加えて、

共同活動により地域資源の保全を図ることが重要です。

(多面的機能支払制度の認定農用地面積は前年度に比べ増加)

農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため 「農業の有する多面的機能の発揮、

の促進に関する法律」に基づき、日本型直接支払制度が実施されています。

同制度は、多面的機能支払制度、中山間地域等直接支払制度、環境保全型農業直接支

払制度の三つから構成されています。

このうち、多面的機能支払制度は、多面的機能を支える共同活動を支援する農地維持

支払と地域資源の質的向上を図る共同活動を支援する資源向上支払の二つから構成され

ています。令和3(2021)年度の多面的機能支払制度の活動組織数は前年度に比べ 25組織

増加し2万6,258組織、認定農用地面積は前年度に比べ2万ha増加し約231万haとなりまし

た。また、活動組織のうち広域活動組織については、前年度に比べ19組織増加し1,010組

織となっています。

、 、令和4(2022)年度から 資源向上支払の対象となる多面的機能の増進を図る広報活動に

地域外からの呼び込みによる農的関係人口の拡大のための活動を追加しました。

農地周辺の水路等の地域資源の保全管理については、小規模経営体を含む多数の農業

者の共同活動により行われてきましたが、社会構造の変化に伴い、農業生産活動が少数

の大規模経営体に集中し、地域資源の保全活動への参加者が減少しています。

このような中、農林水産省が令和4(2022)年10月に公表した「多面的機能支払交付金の

中間評価」では、本交付金の取組を契機として非農業者も含め再び集落全体で地域資源

の保全管理活動を支える必要が生じているとする一方、本交付金の効果については、約8

割の対象組織が、農村環境保全活動は非農業者や非農業団体が本交付金の活動やその他

の地域活動に参加するきっかけとして「かなり役立っている」又は「役立っている」と

回答しています。また、本交付金のカバー率が高い市町村では、集落内の寄り合いの開

催回数が多い集落の割合が高い傾向が見られ、集落の活動が活性化していると考えられ

ます。さらに、本交付金のカバー率が高い市町村ほど経営耕地面積の減少割合が低く、
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農地利用集積割合が高くなっています。

このことから、本交付金は地域資源の適切な保全管理等に寄与していること、担手へ

の農地集積といった構造改革の後押しとして地域農業に貢献していることが評価されて

います。

(2) 多面的機能に関する国民の理解の促進等

(「農業の多面的機能」の認知度向上が課題)

〜令和3(2021)年6 8月に内閣府が行った世論調査によると 「農業の多面的機能」とい、

う言葉の認知度は約3割となっています。

農業が有する国土保全・水源涵養・景観保全等の多面的機能について国民の理解を促

進するため、農林水産省は、これらの機能を分かりやすく解説したパンフレットを作成

し、令和4(2022)年度は、学校や地方公共団体等に約3万部配布するなど、普及・啓発に

取り組んでいます。

(「ディスカバー農山漁村の宝」に33団体と4名を選定)

「強い農林水産業 「美しく活力ある農山漁村」の実現に向け、農山漁村の有するポテ」、

ンシャルを引き出すことによる地域の活性化や所得向上に取り組んでいる優良な事例を

「ディスカバー農山漁村の宝」として選定し、全国に発信する取組により、農山漁村地
む ら

域の活性化等に対する国民の理解の促進や、優良事例の他地域への横展開を図るととも

に 地域リーダーのネットワークの強化を推進しています 第9回選定となる令和4(2022)、 。

年度は全国から33団体と4名を選定し、選定数は累計で286件となりました。選定を機に

更なる地域の活性化や所得向上が期待されています。

(世界かんがい施設遺産に新たに 施設が登録)3

世界かんがい施設遺産は、歴史的・社会的・技術的価値を有し、かんがい農業の画期

的な発展や食料増産に貢献してきたかんがい施設をICID(国際かんがい排水委員会)が認

定・登録する制度であり、令和4(2022)年10月に、新たに香貫用水(静岡県沼津市 )、寺

谷用水(静岡県磐田市)及び井川用水(大阪府泉佐野市)の3施設が登録され、国内登録施設

数は47施設となりました。

(世界農業遺産及び日本農業遺産に新たに各 地域が認定)2

世界農業遺産は、社会や環境に適応しながら何世代にもわたり継承されてきた独自性

のある伝統的な農林水産業システムを (国際連合食糧農業機関）が認定する制度でFAO

あり、令和4(2022)年7月に、新たに山梨県峡東地域と滋賀県琵琶湖地域の2地域が認定さ

れ、国内の認定地域は13地域となりました。

、 、くわえて 世界農業遺産の制度が平成14(2002)年に設立されて20周年となることから

令和4(2022)年10月に、 本部(ローマ)において世界農業遺産20周年記念イベントがFAO

開催され、世界農業遺産認定地域における経験の紹介や課題解決策について議論が行わ

れました。

また、日本農業遺産は、我が国において重要かつ伝統的な農林水産業を営む地域を農
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林水産大が認定する制度であり、令和5(2023)年1月に、新たに岩手県束稲山麓地域と埼

玉県比企丘陵地域の2地域が認定され、認定地域は24地域となりました。

( ) 農村におけるSDGsの達成に向けた取組の推進3

(農村はSDGsの理念を構成する環境・経済・社会の三要素と密接に関連)

平成27(2015)年の国連サミット以降、SDGsへの関心は世界的に高まっており、国内に

おいても、SDGsに対する取組は官民を問わず着実に広がりを見せています。特に農村で

は、森林や土壌、水、大気等の豊富な自然環境、それを利用した農業等の経済活動、人

々の暮らしを支える地域社会という、SDGsの理念を構成する環境・経済・社会の三要素

が密接に関連しており、三要素の統合的向上を図りながら持続可能な地域づくりを進め

ていくことが重要です。

農林水産省では、農村におけるSDGsの達成に向け、農林水産物の地産地消や再生可能

エネルギーを活用した農林漁業経営の改善等を進め、農山漁村の活性化に資する取組等

を推進しています。

(農村において地域経済循環の形成等を目指す取組が広がり)

農村で環境調和型の農業生産活動等が推進されることは、生態系サービスの保全や、

地域の魅力向上につながるものであり、みどり戦略の実現にも資するものです。また、

食料やエネルギー等の地域の様々な資源が効率的に活用される地域経済循環の形成を目

指すことは、地域の雇用と所得の向上だけでなく 「2050年カーボンニュートラル」の、

実現にも資するものであり、これらの取組はいずれもSDGsの実現に貢献するものです。

農村地域においては、環境調和型の農業生産活動や地域経済循環の形成を目指す先進

、 、 。的な取組も見られており こうした取組が 全国各地で広がることが期待されています

(事例) 庄内スマート・テロワール構想に基づき循環型経済圏形成を推進(山形県)

山形県の庄 内地域では、食と農を地域の中で循環させ、持続可能な食料自給を目

指す「庄内スマート・テロワール構想」に基づき循環型経済圏の形成に向けた取組

が行われています。

山形大学や鶴岡市、食品事業者、農業者等が参画している、庄内スマート・テロ

ワール構築協議会が中心となり、地域内の農業・畜産業・加工業が連携した循環型

の生産等の取組を推進しています。

同協議会では、休耕田を畑地化し、小麦や大豆、飼料用とうもろこし等を輪作で

栽培するとともに、その規格外品等を飼料として活用し畜産物を生産するなどの実

証試験を行ています。また、生産した農畜産物を原料として地域内で加工食品を製

造・販売し、地域内で生じる家畜排せつ物を堆肥化して農地に還元するといった一

連の仕組みの効果検証も行っています。

さらに、同協議会は、実証試験で生産した小麦粉を用いたラーメンを同市内の学

校給食で提供するとともに、下水処理水や汚泥コンポストを肥料として利用する取

組との連携を図るなど、今後とも地域一体となって構想の実現を目指していくこと
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としています。


